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記者配布資料               平成２４年１０月１２日１４時 

大阪経済記者クラブ会員各位 

 
 

「今夏の節電に関するアンケート調査」結果について 
 

 

【お問合先】 

大阪商工会議所 経済産業部（近藤・上野・田中） 
ＴＥＬ：０６－６９４４－６３０４ 

公益社団法人関西経済連合会 企画広報部（高橋・川本） 
    ＴＥＬ：０６－６４４１－０１０５ 

 

 

＜概 要＞ 

○ 経済産業省と大阪をはじめ京都・神戸・札幌・高松・福岡の６商工会議所、および関西

をはじめ北海道・四国・九州の４経済連合会は、今夏特に電力需給が厳しかった各電力

会社管内における企業の節電対応とその影響、電力不足・料金上昇が経営に及ぼす影響

などについて把握するため、標記調査を共同で実施した。 

○ この調査結果は、政府の「需給検証委員会」の資料として本日公表される予定。 

 

   ・調査期間：平成２４年８月下旬～９月上旬 

・調査対象：６商工会議所と４経済連合会の会員企業 合計：９２００社 

関 西 ６１４８社 

北海道 ７６８社 

四 国 ４１７社 

九 州 １８６７社 

       

   ・回答数：６商工会議所と４経済連合会の会員企業 合計：１５１０社 

（有効回答率１６．４％） 

 回答数 有効回答率 

関 西 ７５９社 １２．３％ 

北海道 ２２２社 ２８．９％ 

四 国 ２０６社 ４９．４％ 

九 州 ３２３社 １７．３％ 
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※以下については、大阪商工会議所、関西経済連合会が関西地域のポイントを抽出。 
 
＜関西地域の企業（大口・小口需要家）の調査結果のポイント＞ 

※大口需要家＝契約電力５００ｋＷ以上、小口需要家＝契約電力５００ｋＷ未満 
 
１．今夏の節電実施状況（添付資料の３、９、１４、２０ページ） 

 ～関西の大口需要家の２割近くが操業日時を変更 

○ ほぼ全ての企業が、今夏に「節電を実施した」と回答。 

○ 具体的には、「こまめな消灯」や「空調温度を高め（２８℃など）に設定」など照明や空

調の調整に関するものが上位を占めた。他方、関西の大口需要家では、２割近くが「操

業日や操業時間帯のシフト」を行うなど、生産活動自体への影響も見られる。 

 

２．今夏と同様の節電取組可能性（添付資料の５、１６ページ） 

～関西の大口需要家の約３割が今夏のような節電は困難 

○ 関西の大口需要家では、約３割が「節電には協力するが、今夏と同様の節電取組は困難」

とするなど、節電継続は苦しい状況。 

 

３．無理がないと思われる節電目標（添付資料の６、１７ページ） 
～「５％未満」が３割前後と最多。「１０％以上」は少数 

○ 無理なくできる節電は、「５％未満」との回答が最多。関西の小口需要家では３割台半ば、

大口需要家でも約３割に達する。 

○ 他方、今夏のような「１０％以上」の節電が可能な企業は、関西の小口需要家で７％に

とどまる。 

 

４．電力不足が将来的に継続した場合の影響（添付資料の１０、２１ページ） 

～電力不足が続けば関西企業の３割前後が「生産・営業の抑制」 

○ 電力不足が将来的に継続した場合の影響について、関西の企業（大口・小口需要家）の

３割前後が「生産・営業の抑制」を、また関西の小口需要家の２割台半ばが「取引先の

生産抑制による受注の減少」を挙げるなど、経営に深刻な影響を及ぼす可能性がある。 

○ さらに、関西の大口需要家の１割が「生産拠点・事業所の海外移転」を挙げるなど、国

内産業の空洞化の加速も懸念される。 
 

５．仮に今後電力料金が上昇した場合の影響（添付資料の１１、２２ページ） 

～関西の小口需要家の５割台半ばが「販売価格に転嫁できず利益が減少」 

○ 仮に今後電力料金が上昇した場合、関西の小口需要家では、「販売価格に転嫁できないた

め利益が減少する」が５割台半ばに達するなど、最多。 
○ また、関西の大口需要家では、２割弱が「給与や人員の削減」、１割台半ばが「設備投資

や研究開発の抑制」、約１割が「生産拠点・事業所の海外移転」を挙げるなど、経済成長

や雇用環境の悪化に繋がる可能性がある。 
 

以 上 
 
＜添付資料＞ 

○ 政府公表資料「今夏の電力需給対策のフォローアップについて」 



今夏の電力需給対策のフォローアップについて 

 
平成24年１０月 



○（参考資料）アンケート結果 



目次 
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８．電力不足が将来的に継続した場合の影響・・・２１ 
９．仮に、今後、電力料金が上昇した場合の影響・・・２２ 



大口需要家のご協力 
 
 

１ 



北海道電力 関西電力 四国電力 九州電力 

数値目標 ▲7%以上 

▲10%以上 
（生産活動に支障が 
生じる場合▲5%以上） 

▲5%以上 ▲10%以上 

節電効果 
（）内の単位：万ｋW   

▲15％ 
(▲10程度) 

▲13％ 
(▲130程度) 

▲8.9％ 
(▲16程度) 

▲8％ 
(▲40程度) 

＜今夏の節電に関するヒアリング・アンケート調査概要＞ 
  ※北海道、関西、四国、九州電力管内の経済連合会、商工会議所のご協力を得てアンケート調査を実施。  
     北海道は６８社、関西は１７５社、四国は７８社、九州は１２３社の大口需要家から回答を得た。 
 
  ①約９割以上の大口需要家が「節電を実施した」と回答。 
    ・節電の内容は、照明と空調に関するものが最も多い。 
   
  ②約７割以上の大口需要家は、節電期間終了後も「節電を継続する」と回答。 
     ・他方、今夏同様の節電は困難との声が約３割みられる。     
   
     ③無理がない節電の範囲は１０％未満が大多数 
     ・１０％以上との回答は約１割にとどまる。約半数が無理がない節電の範囲として５％未満（０％も含む）と回答。 
 
     ④約３割の企業が、節電の実施により何らかの影響があったと回答。 
   
  ⑤今夏のような電力不足が今後も継続した場合には、生産・営業の抑制、生産拠点の海外移転等の影響が顕在化する可能性。 

大口需要家（契約電力500ｋW以上）の概要 

＜参考：今夏の大口需要家の需要減少＞ 

２ 



１．節電の実施の有無 

節電を実施した 
96% 

節電を実施しな

かった 
3% 

無回答・不明 
1% 関西（n=175）  

節電を実施した 
98% 

節電を実施しな

かった 
2% 

九州（n=123） 

節電を実施し

た 
100% 

北海道（n=68） 

節電を実施

した 
97% 

節電を実施

しなかった 
3% 

四国（n=78） 

３ 



２．今夏の節電期間終了後の節電の継続 

※１．で「節電を実施した」と回答した企業のみ 

節電を継続

する 
72% 

節電を継続

しない 
10% 

わからない 
18% 

北海道（n=68） 

節電を継続

する 
91% 

節電を継続し

ない 
4% 

わからない 
4% 無回答・不明 

1% 

四国（n=76） 

節電を継続

する 
78% 

節電を継続

しない 
11% 

わからない 
11% 

関西（n=169） 

節電を継続

する 
91% 

節電を継続

しない 
1% 

わからない 
8% 

九州（n=120） 

４ 



３．節電を継続する場合における今夏と同様の節電取組可能性 

※２．で「節電を継続する」と回答した企業のみ 

今夏と同様

の節電取組

を継続する

ことは可能 
70% 

節電には協

力するが、

今夏と同様

の節電取組

は困難 
29% 

無回答・不

明 
1% 

関西（n=133） 

今夏と同様

の節電取

組を継続す

ることは可

能 
66% 

節電には

協力する

が、今夏と

同様の節

電取組は

困難 
31% 

無回答・不

明 
3% 

九州（n=109） 

今夏と同様

の節電取組

を継続するこ

とは可能 
80% 

節電には協

力するが、今

夏と同様の

節電取組は

困難 
20% 

無回答・不明 
0% 

北海道（n=49） 

今夏と同様

の節電取組

を継続する

ことは可能 
76% 

節電には協

力するが、

今夏と同様

の節電取組

は困難 
20% 

無回答・不

明 
4% 

四国（n=69） 

５ 



４．無理がないと思われる節電目標 

（％） 
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５．節電を継続する理由 

※２．で「節電を継続する」と回答した企業のみ 

（％） 

（n=49） 

（n=69） 

（n=133） 

（n=109） 

７ 



６．節電による企業活動への影響 

（％） 

（n=175） 

（n=123） 

（n=68） 

（n=78） 

８ ※具体的には「自家発の稼働によるコスト増」、「生産・販売量に影響」、「顧客サービスの低下」、「従業員からのクレーム」など。 

※無回答は約１割 
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７．実施した節電の内容（複数回答） 

（％） 

（n=169） 

（n=120） 

（n=68） 

（n=76） 
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九州 

８．電力不足が将来的に継続した場合の影響（複数回答） 

（％） 

（n=68） 

（n=78） 

（n=175） 

（n=123） 
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９．仮に、今後、電力料金が上昇した場合の影響（複数回答） 

（％） 

（n=68） 

（n=78） 

（n=175） 

（n=123） 

１１ 



小口需要家のご協力 

１２ 



＜今夏の節電に関するアンケート調査概要＞ 
  ※北海道、関西、四国、九州電力管内の経済連合会、商工会議所のご協力を得てアンケート調査を実施。  
    北海道は１５４社、関西は５８４社、四国は１２８社、九州は２００社の小口需要家から回答を得た。 
 
  ①約９割以上の小口需要家が「節電を実施した」と回答。 
   ・節電の内容は、照明と空調に関するものが最も多い。 
   
  ②約８割以上の小口需要家は、節電期間終了後も「節電を継続する」と回答。 
   ・他方、今夏同様の節電は困難との声が約１割みられる。 
 
  ③無理がない節電の範囲は１０％未満が大多数 
   ・ １０％以上との回答は約１割にとどまる。約半数が無理がない節電の範囲として５％未満（０％も含む）と回答。 
 
  ④約１割の企業が、節電の実施により何らかの影響があったと回答 。 
    
  ⑤今夏のような電力不足が今後も継続した場合の生産・営業の抑制、取引先の生産抑制による受注減等の影響が顕在化する

可能性。 
 
 

北海道電力 関西電力 四国電力 九州電力 

数値目標 ▲7%以上 

▲10%以上 
（生産活動に支障が 
生じる場合▲5%以上） 

▲5%以上 ▲10%以上 

節電効果 
（）内の単位：万ｋW   

▲11％ 
(▲24程度) 

▲11％ 
(▲118程度) 

▲8.7％ 
(▲15程度) 

▲9％ 
(▲60程度) 

小口需要家（契約電力500ｋW未満）の概要 

＜参考：今夏の小口需要家の需要減少＞ 

１３ 



１．節電の実施の有無 

節電を実施し

た 
89% 

節電を実施し

なかった 
10% 

無回答・不明 
1% 

関西(n=584) 

節電を実施し

た 
95% 

節電を実施し

なかった 
5% 

九州(n=200) 

節電を実施

した 
93% 

節電を実施

しなかった 
6% 

無回答・不

明 
1% 

北海道（n=154） 

節電を実施

した 
95% 

節電を実施

しなかった 
5% 

四国（n=128） 

１４ 



２．今夏の節電期間終了後の節電の継続 

※１．で「節電を実施した」と回答した企業のみ 

節電を継

続する 
79% 

節電を継

続しない 
4% 

わからな

い 
16% 

無回答・不

明 
1% 

関西（n=519） 

節電を継続

する 
88% 

節電を継続

しない 
2% 

わからない 
10% 

無回答・不

明 -1% 

九州（n=190） 

節電を継

続する 
81% 

節電を継

続しない 
1% 

わからない 
15% 

無回答・不

明 3% 

北海道（n=143） 

節電を継続

する 
83% 

節電を継続

しない 
4% 

わからない 
13% 

四国（n=121） 

１５ 



３．節電を継続する場合における今夏と同様の節電取組可能性 

※２．で「節電を継続する」と回答した企業のみ 

今夏と同

様の節電

取組を継

続すること

は可能 
86% 

節電には

協力する

が、今夏と

同様の節

電取組は

困難 
12% 

無回答・不

明 2% 

関西（n=411） 

今夏と同

様の節電

取組を継

続すること

は可能 
95% 

節電には

協力する

が、今夏と

同様の節

電取組は

困難 
4% 

無回答・不

明 1% 

九州（n=167） 

今夏と同様

の節電取組

を継続するこ

とは可能 
86% 

節電には協

力するが、今

夏と同様の

節電取組は

困難 
12% 

無回答・不明 
2% 

北海道（n=115） 

今夏と同様の

節電取組を

継続すること

は可能 
90% 

節電には協

力するが、今

夏と同様の節

電取組は困

難 
10% 

四国（n=100） 

１６ 
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26  

18  
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16  

34  

18  

21  

6  

1  
0  

4  

21  

46  

27  

5  

1  0  0  1  

18  

27  

15  

26  

9  

2  
0  

4  

0.0  

5.0  

10.0  

15.0  

20.0  

25.0  

30.0  

35.0  

40.0  

45.0  

50.0  

０
％
（数
値
目
標
を
伴
わ
な
い
節
電
） 

５
％
未
満 

 

５
％
以
上
７
％
未
満 

７
％
以
上
１
０
％
未
満 

１
０
％
以
上
１
５
％
未
満 

１
５
％
以
上
２
０
％
未
満 

２
０
％
以
上 

無
回
答
・不
明 

北海道 

関西 

四国 

九州 

４．無理がないと思われる節電目標 

（％） 
（n=154） 

（n=128） 

（n=584） 

（n=200） 

１７ 



52  

62  

2  

43  

58  

2  
3  

44  

61  

2  

26  

57  

4  4  

49  

62  

1  

21  

59  

5  

1  

58  59  

1  

29  

53  

4  
1  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

電
力
不
安
が
あ
り
協
力
し
た
い
と
考
え
た
か
ら 

節
電
す
る
こ
と
が
定
着
し
た
か
ら 

市
況
悪
化
に
よ
り
生
産
を
縮
小
し
て
い
る
か
ら 

停
電
を
避
け
た
い
か
ら 

コ
ス
ト
削
減
に
つ
な
が
る
か
ら 

そ
の
他 

無
回
答
・不
明 

北海道 

関西 

四国 

九州 

５．節電を継続する理由 

※２．で「節電を継続する」と回答した企業のみ 
（％） 

（n=115） 

（n=100） 

（n=411） 

（n=167） 

１８ 



8  

82  

14  

74  

12  

70  

11  

73  

0  

10  

20  

30  

40  

50  

60  

70  

80  

90  

節
電
の
実
施
に
よ
り
企
業
活
動
に
何
ら
か
の

影
響
が
あ
っ
た 

企
業
活
動
へ
の
影
響
な
く
節
電
を
実
施 

北海道 

関西 

四国 

九州 

６．節電による企業活動への影響 

（％） 

（n=154） 

（n=128） 

（n=584） 

（n=200） 

１９ ※具体的には「自家発の稼働によるコスト増」、「生産・販売量に影響」、「顧客サービスの低下」、「従業員からのクレーム」など。 

※無回答は約１割 
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83  

27  

67  

1  

43  

30  
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0  0  0  
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8  
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50  
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4  

2  

0  

6  

2  
0  0  0  

7  

18  

5  

62  

56  

82  

21  

78  

3  

54  

23  

6  
4  

1  

6  

2  

0  0  0  

8  
14  

5  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

90.0  

節
電
目
標
や
内
容
を
社
内
に
啓
発 

照
明
間
引
き 

こ
ま
め
な
消
灯 

照
明
を
Ｌ
Ｅ
Ｄ
等
へ
切
り
替
え
交
換 

空
調
温
度
を
高
め
（28

℃

等
）に
設
定 

空
調
を
ガ
ス
方
式
等
に
変
更 

不
在
エ
リ
ア
の
空
調
停
止 

待
機
電
力
を
切
る 

製
造
機
器
稼
働
の
節
電
工
夫 

操
業
日
や
操
業
時
間
帯
の
シ
フ
ト 

生
産
抑
制 

夏
期
休
暇
の
拡
大 

自
家
発
電
稼
働 

生
産
拠
点
の
移
転
・シ
フ
ト
（国
内
の
他
電
力
管
内
へ
） 

生
産
拠
点
の
移
転
・シ
フ
ト
（海
外
へ
） 

電
力
以
外
の
燃
料
に
よ
る
製
造
機
器
導
入 

エ
レ
ベ
ー
タ
間
引
き
等
の
動
力
の
調
整 

そ
の
他 

無
回
答
・不
明 

北海道 

関西 

四国 

九州 

２０ 

７．実施した節電の内容（複数回答） 

（％） 
（n=143） 

（n=121） 

（n=519） 

（n=190） 



27  

0  
1  

15  

2  

47  

14  

3  

29  
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0.0  
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60.0  

生
産
・営
業
を
抑
制
せ
ざ
る
を
得
な
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生
産
拠
点
・事
業
所
の
海
外
移
転 

他
企
業
へ
の
生
産
・販
売
委
託
を
増
や
す 

取
引
先
の
生
産
抑
制
に
よ
る
受
注
の
減
少 

取
引
先
の
海
外
移
転
に
伴
う
受
注
・販
売
の
減
少 

特
に
影
響
は
な
い
見
通
し 

そ
の
他 

無
回
答
・不
明 

北海道 

関西 

四国 

九州 

８．電力不足が将来的に継続した場合の影響（複数回答） 

（％） 
（n=154） 

（n=128） 

（n=584） 

（n=200） 

２１ 



９．仮に、今後、電力料金が上昇した場合の影響（複数回答） 

（％） 

（n=154） 

（n=128） 

（n=584） 

（n=200） 

8  

14  

10  

0  

28  

55  

1  

36  

3  
1  

11  

17  

12  

4  

20  

55  

12  

31  

3  
1  2  
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0.0  
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生
産
・営
業
を
抑
制 

給
与
や
人
員
を
削
減 

設
備
投
資
や
研
究
開
発
を
抑
制 

生
産
拠
点
・事
業
所
の
海
外
移
転 

電
力
抑
制
の
た
め
の
設
備
投
資
が
必
要
（自
家
発
電
機
等
） 

販
売
価
格
に
転
嫁
で
き
な
い
た
め
利
益
が
減
少
す
る 

取
引
先
の
海
外
移
転
に
伴
う
受
注
・販
売
の
減
少 

今
の
と
こ
ろ
影
響
は
予
想
で
き
な
い 

そ
の
他 

無
回
答
・不
明 

北海道 

関西 

四国 

九州 

２２ 
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